
宇治市公告第５０号 

農用地利用集積等促進計画の認可について 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１

号）第１８条第１項の規定により、農地中間管理機構から申請があ

った農用地利用集積等促進計画について、同条第５項の規定により

次のとおり認可したので、同条第７項の規定により公告します。 

令和８年７月１日 

                  宇治市長 松村 淳子 

１ 農用地利用集積等促進計画の概要 

 （賃借権又は使用貸借による権利の設定関係） 

申 請 年 度 申 請 番 号 権利の設定をする土地 

令 和 ８ 年 度 第 ８ 号 宇治市槇島町幡貫１５５ 

令 和 ８ 年 度 第 ９ 号 

宇治市槇島町一丁田９６ 

宇治市槇島町外１３− ３ 

宇治市槇島町外１３− ４ 

令 和 ８ 年 度 第 １ ０ 号 宇治市伊勢田町中遊田１６３ 

令 和 ８ 年 度 第 １ １ 号 宇治市小倉町蓮池１３ 

２ 認可した日 

令和８年７月１日 



 宇治市財務規則の一部を改正する規則を、ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長 松村 淳子  

宇治市規則第２２号  

   宇治市財務規則の一部を改正する規則  

 宇治市財務規則（昭和４４年宇治市規則第１号）の一部を次のよ

うに改正する。  

第１０７条の４第２号中「をいう」を「をいう。以下同じ」に改

める。  

 第１１１条第１項中「、契約書」を「、契約書（契約内容を記録

した電磁的記録を含む。以下同じ。）」に改め、同条第２項中「記

名押印」を「記名押印（電磁的記録にあつては、電子署名（電子署

名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）第２条

第１項に規定する電子署名をいう。）。第４項において同じ。）」

に改める。  

 第１１２条第１項中「仮契約書」を「仮契約書（仮契約内容を記

録した電磁的記録を含む。）」に改め、同条第２項中「書面」を「

書面又は当該事項を記録した電磁的記録」に改める。  

 第１４０条第２項中「文書」を「文書又は当該事項を記録した電

磁的記録」に改める。  

   附 則  

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 宇治市文書等管理規則の一部を改正する規則を、ここに公布する

。 

  令和８年６月３０日  

宇治市長 松村 淳子  

宇治市規則第２３号  

   宇治市文書等管理規則の一部を改正する規則  

 宇治市文書等管理規則（平成１０年宇治市規則第６号）の一部を

次のように改正する。  

 第３６条に次の１項を加える。  

３ 第１項本文の規定にかかわらず、施行文書が地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２３４条第５項の規定により作成する契

約内容を記録した電磁的記録である場合は、公印の押印に代えて

電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律

第１０２号）第２条第１項に規定する電子署名をいう。）を付与

しなければならない。  

   附 則  

 この規則は、令和８年７月１日から施行する ｡  

 宇治市デイホーム条例施行規則の一部を改正する規則を、ここに

公布する。  

  令和８年６月３０日  

                  宇治市長 松村 淳子   

宇治市規則第２４号  

   宇治市デイホーム条例施行規則の一部を改正する規則  

 宇治市デイホーム条例施行規則（平成７年宇治市規則第２８号）

の一部を次のように改正する。  

 第２条を次のように改める。  

 （使用区分）  

第２条 宇治市デイホーム（以下「デイホーム」という。）の設備

の使用区分は、次のとおりとする。ただし、市長が特に認める場

合は、この限りでない。  

   設備         使用区分  

デイルーム  個人 使用  市内に居住する６０歳以上の者  

介護者教育室 ボ

ランティアルーム  

団体 使用  社会福祉関係団体 その他市長

が適当であると認める団体  

 第４条の見出し中「使用」を「個人使用」に改め、同条第１項中

「デイホームを使用しよう」を「第２条に規定する個人使用の設備

を使用しよう」に改める。  

 第５条の見出し中「使用」を「個人使用」に改め、同条中「デイ

ホーム」を「設備」に改める。  

 第７条を第１１条とし、第６条中「及び」を「、第６条から第９

条まで及び」に、「、同条中」を「、第４条及び第６条から第８条

までの規定中」に、「、別記様式中」を「、第９条第１項中「デイ

ホームの職員（以下「職員」という。）」とあるのは「指定管理者

」と、同条第２項中「職員」とあるのは「指定管理者」と、別記様

式中」に改め、同条を第１０条とし、第５条の次に次の４条を加え

る。  

 （団体使用の申請）  

 宇治市デイホーム条例施行規則の一部を改正する規則を、ここに

公布する。  

  令和８年６月３０日  

                  宇治市長 松村 淳子   

宇治市規則第２４号  

   宇治市デイホーム条例施行規則の一部を改正する規則  

 宇治市デイホーム条例施行規則（平成７年宇治市規則第２８号）

の一部を次のように改正する。  

 第２条を次のように改める。  

 （使用区分）  

第２条 宇治市デイホーム（以下「デイホーム」という。）の設備

の使用区分は、次のとおりとする。ただし、市長が特に認める場

合は、この限りでない。  

   設備         使用区分  

デイルーム  個人 使用  市内に居住する６０歳以上の者  

介護者教育室 ボ

ランティアルーム  

団体 使用  社会福祉関係団体 その他市長

が適当であると認める団体  

 第４条の見出し中「使用」を「個人使用」に改め、同条第１項中

「デイホームを使用しよう」を「第２条に規定する個人使用の設備

を使用しよう」に改める。  

 第５条の見出し中「使用」を「個人使用」に改め、同条中「デイ

ホーム」を「設備」に改める。  

 第７条を第１１条とし、第６条中「及び」を「、第６条から第９

条まで及び」に、「、同条中」を「、第４条及び第６条から第８条

までの規定中」に、「、別記様式中」を「、第９条第１項中「デイ

ホームの職員（以下「職員」という。）」とあるのは「指定管理者

」と、同条第２項中「職員」とあるのは「指定管理者」と、別記様

式中」に改め、同条を第１０条とし、第５条の次に次の４条を加え

る。  

 （団体使用の申請）  

第６条 第２条に規定する団体使用の設備（以下「団体使用設備」

という。）を使用しようとする団体（以下「申請団体」という。

）は、宇治市デイホーム使用許可申請書（別記様式第３号。以下

「使用許可申請書」という。）により市長に申請しなければなら

ない。  

２ 前項の規定にかかわらず、申請団体は、電子情報処理組織（市

長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ。）と

当該申請団体の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。）を使用する方法により使用の許可

の申請をすることができる。  

３ 前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

４ 使用許可申請書の提出は、団体使用設備を使用しようとする日

の３日前までにしなければならない。ただし、市長が特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。  

 （団体使用の許可）  

第７条 市長は、使用許可申請書を受理したときは、その内容を審

査し、適当であると認めたときは、宇治市デイホーム使用許可書

（別記様式第４号。以下「使用許可書」という。）を申請団体に

交付するものとする。ただし、申請団体が、前条第２項の規定に

より使用の許可の申請をしたときは、使用許可書の交付を省略す

ることができる。  

 （団体使用の取消し等の手続）  

第８条 団体使用設備の使用の許可を受けた団体（以下「使用団体

」という。）は、その使用を取り消し、又は許可された事項を変

更しようとするときは、宇治市デイホーム使用取消・変更許可申

請書（別記様式第５号。以下「使用取消・変更許可申請書」とい

う。）により速やかに市長に申請しなければならない。  

２ 市長は、前項の規定による使用の取消し又は許可された事項の

変更を許可したときは、宇治市デイホーム使用取消・変更許可書

（別記様式第６号。以下「使用取消・変更許可書」という。）を

使用団体に交付するものとする。  

 （許可書の提示）  

第９条 使用団体は、団体使用設備の使用に際し、使用許可書又は

使用取消・変更許可書をデイホームの職員（以下「職員」という

。）に提示しなければならない。  

２ 第７条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

にあつては、前項の規定による使用許可書の提示については、職

員の使用団体に対する確認をもつてこれに代えるものとする。  

 別記様式第１号中「    様」を「宛て」に改め、「㊞」を削

り、「性  別   男  ・  女  を「電話番号」に改める。  

    電   話        」  

 別記様式第２号中「男 ・  女」を削り、同様式の次に次の４様

式を加える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇治市教育委員会規則第７号  

   宇治市就学援助規則の一部を改正する規則  

 宇治市就学援助規則（昭和５５年宇治市教育委員会規則第９号）

の一部を次のように改正する。  

 第４条第３項各号列記以外の部分中「の閲覧」を「及び児童扶養

手当の受給状況の閲覧」に、「第２号」を「第２号及び第３号」に

改め、同項第２号中「）の」を「）の収入状況がわかる」に改め、

同項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。  

 ⑶  児童扶養手当を受給している場合は、第２条第２号に規定す

る世帯に属する者の前年（１月から３月までの間に申請書を提

出する場合は、前々年）の児童扶養手当の受給額がわかる書類  

   附 則  

この規則は、公布の日から施行する。  

監査対象　産業観光部　文化スポーツ課

　　　　　アクティオ株式会社

監査期間　令和８年１月５日〜令和８年２月１８日

１

２

３ 　備品管理状況について

備品台帳の登録品名と異
なるものが見受けられた。
今後は適正な管理に努めら
れたい。
　

備品台帳の登録品名の修正
を会計室に依頼し速やかに修
正を行います。今後は適正な
管理に努めてまいります。

施設設備等の維持管理に
ついて

消防用設備の機器点検が
未実施であった。今後は適
正な事務の執行に努められ
たい。
　

既に措置を講じ、令和７年
度より実施しています。今後
は適正な事務の執行に努めて
まいります。

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

　施設の使用許可について

使用許可申請書の様式の
一部不備等が見受けられ
た。今後は適正な事務の執
行に努められたい。
 

既に措置を講じ、様式を修
正しました。今後は適正な事
務の執行に努めてまいりま
す。



（別記様式第６号。以下「使用取消・変更許可書」という。）を

使用団体に交付するものとする。  

 （許可書の提示）  

第９条 使用団体は、団体使用設備の使用に際し、使用許可書又は

使用取消・変更許可書をデイホームの職員（以下「職員」という

。）に提示しなければならない。  

２ 第７条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

にあつては、前項の規定による使用許可書の提示については、職

員の使用団体に対する確認をもつてこれに代えるものとする。  

 別記様式第１号中「    様」を「宛て」に改め、「㊞」を削

り、「性  別   男  ・  女  を「電話番号」に改める。  

    電   話        」  

 別記様式第２号中「男 ・  女」を削り、同様式の次に次の４様

式を加える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記様式第６号。以下「使用取消・変更許可書」という。）を

使用団体に交付するものとする。  

 （許可書の提示）  

第９条 使用団体は、団体使用設備の使用に際し、使用許可書又は

使用取消・変更許可書をデイホームの職員（以下「職員」という

。）に提示しなければならない。  

２ 第７条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

にあつては、前項の規定による使用許可書の提示については、職

員の使用団体に対する確認をもつてこれに代えるものとする。  

 別記様式第１号中「    様」を「宛て」に改め、「㊞」を削

り、「性  別   男  ・  女  を「電話番号」に改める。  

    電   話        」  

 別記様式第２号中「男 ・  女」を削り、同様式の次に次の４様

式を加える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第４号（第７条関係） 

 

宇治市デイホーム使用許可書 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

使 用 設 備 名 
  

使 用 日 時 
       年   月   日 (  曜日) 

       時   分から   時  分まで 

使用予定人員 名     

使 用 備 品 

品 名 数 量 

    

使 用 責 任 者 

住 所 

氏 名             電話番号 

使 用 条 件   

備 考   許可番号   

  宇治市デイホーム条例第4条第1項の規定により許可します。 

     年  月  日 

申請者 住 所            

団 体 名            

氏 名            

電話番号            

                   宇治市長          印 

 

別記様式第４号（第７条関係） 

 

宇治市デイホーム使用許可書 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

使 用 設 備 名 
  

使 用 日 時 
       年   月   日 (  曜日) 

       時   分から   時  分まで 

使用予定人員 名     

使 用 備 品 

品 名 数 量 

    

使 用 責 任 者 

住 所 

氏 名             電話番号 

使 用 条 件   

備 考   許可番号   

  宇治市デイホーム条例第4条第1項の規定により許可します。 

     年  月  日 

申請者 住 所            

団 体 名            

氏 名            

電話番号            

                   宇治市長          印 

 

別記様式第３号（第６条関係） 

 

宇治市デイホーム使用許可申請書 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

使 用 設 備 名 
  

使 用 日 時 
       年   月   日 (  曜日) 

       時   分から   時  分まで 

使用予定人員 名     

使 用 備 品 

品 名 数 量 

    

使 用 責 任 者 

住 所 

氏 名             電話番号 

使 用 条 件   

備 考   許可番号   

  上記のとおり使用したいので申請します。 

     年  月  日 

申請者 住 所            

団 体 名            

氏 名            

電話番号    (  )     

  宇治市長宛て 

 

別記様式第５号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可申請書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を申請します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

  宇治市長宛て 

 

別記様式第５号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可申請書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を申請します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

  宇治市長宛て 

 
宇治市上下水道事業管理規程第３号  

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に関す

る規程の一部を改正する規程を、次のとおり定める。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長 松村 淳子   

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に

関する規程の一部を改正する規程  

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に関す

る規程（令和４年宇治市上下水道事業管理規程第４号）の一部を次

のように改正する。  

別表第１中  

「                                       を  

１，６７８，０００円   １，９３８，０００円  

                                    」  

「                         に、「１  

１，６８６，０００円   １，９５５，０００円  

                         」  

，９３８，０００円に」を「１，９５５，０００円に」に、「２１

９，０００円」を「２１６，０００円」に改める。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この規程は、令和８年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の

減額に関する規程の規定は、この規程の施行の日以後に決定のあ

った水道使用料及び公共下水道使用料の減額について適用し ､ 同

日前に決定のあった水道使用料及び公共下水道使用料の減額につ

いては、なお従前の例による。 



別記様式第４号（第７条関係） 

 

宇治市デイホーム使用許可書 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

使 用 設 備 名 
  

使 用 日 時 
       年   月   日 (  曜日) 

       時   分から   時  分まで 

使用予定人員 名     

使 用 備 品 

品 名 数 量 

    

使 用 責 任 者 

住 所 

氏 名             電話番号 

使 用 条 件   

備 考   許可番号   

  宇治市デイホーム条例第4条第1項の規定により許可します。 

     年  月  日 

申請者 住 所            

団 体 名            

氏 名            

電話番号            

                   宇治市長          印 

 

別記様式第５号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可申請書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を申請します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

  宇治市長宛て 

 

別記様式第５号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可申請書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を申請します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

  宇治市長宛て 

 



別記様式第６号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり許可します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

宇治市長             印 

 

別記様式第６号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり許可します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

宇治市長             印 

 

   附  則  

 （施行期日）  

１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正前の宇治市デイホーム条例施行規則（以下「改正前の規則

」という。）の規定により申請され、又は交付されているこの規

則の施行の日以後におけるデイホームの使用に係る様式書類は、

改正後の宇治市デイホーム条例施行規則の規定により申請され、

又は交付されたものとみなす。  

３ この規則の施行の際現に改正前の規則の規定により作成されて

いる様式書類は、なお当分の間、適宜修正の上使用することがで

きる。  

 

 宇治市コミュニティセンター条例施行規則の一部を改正する規則

を、ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長 松村 淳子  

宇治市規則第２５号  

   宇治市コミュニティセンター条例施行規則の一部を改正する

規則  

 宇治市コミュニティセンター条例施行規則（昭和６３年宇治市規

則第２１号）の一部を次のように改正する。  

第３条第１項中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」 に、

「）に」を「。以下「使用許可申請書」という 。）」 改め、同条第

２項本文中「前項の規定による申請」を「使用許可申請書の提出期

間」に、「期間にしなければならない」を「ところによる」に改め

、同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

 ２ 前項の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（市長

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） と当

該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう 。） を使用する方法により使用の許可の申

請をすることができる。  

 ３ 前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

第５条第１項中「）を」を「。以下「使用許可書」という 。） を

」に改め、同項に次のただし書を加える。  

 ただし、申請者が、第３条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

第５条第３項を削る。  

第６条を次のように改める。  

（使用の取消し等の手続）  

第６条 センターの使用の許可を受けた者（以下「使用者」という

。） が、その使用を取り消し、又は許可された事項を変更しよう

 宇治市コミュニティセンター条例施行規則の一部を改正する規則

を、ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長 松村 淳子  

宇治市規則第２５号  

   宇治市コミュニティセンター条例施行規則の一部を改正する

規則  

 宇治市コミュニティセンター条例施行規則（昭和６３年宇治市規

則第２１号）の一部を次のように改正する。  

第３条第１項中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」 に、

「）に」を「。以下「使用許可申請書」という 。）」 改め、同条第

２項本文中「前項の規定による申請」を「使用許可申請書の提出期

間」に、「期間にしなければならない」を「ところによる」に改め

、同項を同条第４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

 ２ 前項の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（市長

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） と当

該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう 。） を使用する方法により使用の許可の申

請をすることができる。  

 ３ 前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

第５条第１項中「）を」を「。以下「使用許可書」という 。） を

」に改め、同項に次のただし書を加える。  

 ただし、申請者が、第３条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

第５条第３項を削る。  

第６条を次のように改める。  

（使用の取消し等の手続）  

第６条 センターの使用の許可を受けた者（以下「使用者」という

。） が、その使用を取り消し、又は許可された事項を変更しよう



とするときは、宇治市コミュニティセンター使用取消・変更許可

申請書（別記様式第３号）により速やかに市長に申請しなければ

ならない。  

２ 市長は、前項の規定による使用の取消し又は許可された事項の

変更を許可したときは、宇治市コミュニティセンター使用取消・

変更許可書（別記様式第４号。以下「使用取消・変更許可書」と

いう。）を使用者に交付するものとする。  

第６条の次に次の１条を加える。  

（許可書の提示）  

 第６条の２ 使用者は、センターの使用に際し、使用許可書又は使

用取消・変更許可書をセンターの職員（以下「職員」という。）

に提示しなければならない。  

 ２  第５条第１項ただし書の規定により使用許可書の交付を省略し

た場合にあつては、前項の規定による使用許可書の提示について

は、職員の使用者に対する確認をもつてこれに代えるものとする

。  

 第１３条中「第８条」を「第６条」に改め、「とあり、及び「係

員」」を削り、「、第９条第２項中」を「、第６条の２第１項中「

センターの職員（以下「職員」という 。）」 とあるのは「指定管理

者」と、同条第２項中「職員」とあるのは「指定管理者」と、第７

条及び第８条中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第９条第２

項中」に改める。  

別記様式第３号中「宇治市コミュニティセンター使用取消・変更

申請書」を「宇治市コミュニティセンター使用取消・変更許可申請

書」に改め、「          様」を「宛て」に改める。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正前の別記様式第３号の規定により申請されているこの規則

の施行の日以後における宇治市コミュニティセンター使用取消・

変更申請書は、改正後の別記様式第３号の規定により申請された

ものとみなす。  

３ この規則の施行の際現に改正前の宇治市コミュニティセンター

条例施行規則の規定により作成されている様式書類は、なお当分

の間、適宜修正の上使用することができる。  

 宇治市男女共同参画支援センター条例施行規則の一部を改正する

規則を、ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長  松村  淳子  

宇治市規則第２６号  

   宇治市男女共同参画支援センター条例施行規則の一部を改正

する規則  

 宇治市男女共同参画支援センター条例施行規則（平成１５年宇治

市規則第２７号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第１項中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」 に、

「）を市長に提出しなければ」を「。以下「使用許可申請書」とい

う 。） により市長に申請しなければ」に改め、同条第４項中「前３

項」を「前各項」に改め、同項を同条第６項とし、同条中第３項を

第５項とし、同条第２項各号列記以外の部分中「前項の申請書は、

使用日」を「使用許可申請書は、使用しようとする日（以下「使用

日」という 。）」 に改め、同項後段及び各号を削り、同項を同条第

４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

２  前項の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（市長

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） と当

該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回路で接続した電

子情報処理組織をいう 。） を使用する方法により使用の許可の申

請をすることができる。  

３  前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

 第５条中「、第３条第１項の申請書」を「、使用許可申請書」に

、「）を」を「。以下「使用許可書」という 。） を」に改め、同条

に次のただし書を加える。  

 ただし、申請者が、第３条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

 第６条第１項中「）により」を「。以下「使用取消・変更許可申

 宇治市男女共同参画支援センター条例施行規則の一部を改正する

規則を、ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長  松村  淳子  

宇治市規則第２６号  

   宇治市男女共同参画支援センター条例施行規則の一部を改正

する規則  

 宇治市男女共同参画支援センター条例施行規則（平成１５年宇治

市規則第２７号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第１項中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」 に、

「）を市長に提出しなければ」を「。以下「使用許可申請書」とい

う 。） により市長に申請しなければ」に改め、同条第４項中「前３

項」を「前各項」に改め、同項を同条第６項とし、同条中第３項を

第５項とし、同条第２項各号列記以外の部分中「前項の申請書は、

使用日」を「使用許可申請書は、使用しようとする日（以下「使用

日」という 。）」 に改め、同項後段及び各号を削り、同項を同条第

４項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

２  前項の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（市長

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） と当

該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回路で接続した電

子情報処理組織をいう 。） を使用する方法により使用の許可の申

請をすることができる。  

３  前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

 第５条中「、第３条第１項の申請書」を「、使用許可申請書」に

、「）を」を「。以下「使用許可書」という 。） を」に改め、同条

に次のただし書を加える。  

 ただし、申請者が、第３条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

 第６条第１項中「）により」を「。以下「使用取消・変更許可申

請書」という。）により」に改め、同条第３項中「及び」を「又は

」に、「）を申請者」を「。以下「使用取消・変更許可書」という

。）を使用者」に改める。  

 第８条第１項中「係員」を「センターの職員（以下「職員」とい

う 。）」 に改め、同条に次の１項を加える。  

２ 第５条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

にあつては、前項の規定による使用許可書の提示については、職

員の使用者に対する確認をもつてこれに代えるものとする。  

 第９条第８号中「係員」を「職員」に改める。  

附 則  

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

  

宇治市 道ふれあいセンター条例施行規則の一部を改正する規則

を、ここに公布する。  

 令和８年６月３０日  

宇治市長  松村  淳子  

宇治市規則第２７号  

  宇治市 道ふれあいセンター条例施行規則の一部を改正する

規則  

宇治市 道ふれあいセンター条例施行規則（昭和６２年宇治市規

則第４９号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第１項中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」 に改

め、同条第２項を次のように改める。  

２  前項の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（市長

の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） と当

該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電

子情報処理組織をいう。以下同じ 。） を使用する方法により使用

の許可の申請をすることができる。  

 第３条に次の２項を加える。  

３  前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

４  使用許可申請書の提出期間は、ふれあいセンターを使用しよう

とする日（以下「使用日」という 。） の１月前の日から使用日の

３日前までとする。ただし、市長が特別の理由があると認めると

きは、この限りでない。  

 第４条第１項中「、前条第１項の規定による申請があつた」を「

、使用許可申請書を受理した」に、「）を当該申請をした者」を「

。以下「使用許可書」という 。） を申請者」に改め、同項に次のた

だし書を加える。  

  ただし、申請者が、前条第２項の規定により使用の許可の申請

をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。   

 第４条第２項を削る。  

 第５条を次のように改める。  

 （使用の取消し等の手続）  

第５条 条例第５条の規定により、ふれあいセンターの使用の許可

を受けた者（以下「使用者」という。）は、その使用を取り消し

、又は許可された事項を変更しようとするときは、宇治市 道ふ

れあいセンター使用取消・変更許可申請書（別記様式第３号。以

下「使用取消・変更許可申請書」という。）により速やかに市長

に申請しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定による申請をし

た使用者は、その使用を取り消し、又は許可された事項を変更し

ようとするときは、電子情報処理組織を使用する方法により申請

することができる。  

３ 前項の規定により行われた申請については、使用取消・変更許

可申請書により行われたものとみなして、この規則の規定を適用

する。  

４ 市長は、第１項の規定による使用の取消し又は許可された事項

の変更を許可したときは、宇治市 道ふれあいセンター使用取消

・変更許可書（別記様式第４号。以下「使用取消・変更許可書」

という。）を使用者に交付するものとする。ただし、使用者が、

第２項の規定により使用の取消し又は許可された事項の変更の申

請をしたときは、使用取消・変更許可書の交付を省略することが

できる。  

 第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を加える。  

 （許可書の提示）  

第６条 使用者は、ふれあいセンターの使用に際し、使用許可書又

は使用取消・変更許可書をふれあいセンターの職員（以下「職員

」という。）に提示しなければならない。  

２ 第４条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

又は前条第４項ただし書の規定により使用取消・変更許可書の交

付を省略した場合にあつては、前項の規定による使用許可書又は



 第５条を次のように改める。  

 （使用の取消し等の手続）  

第５条 条例第５条の規定により、ふれあいセンターの使用の許可

を受けた者（以下「使用者」という。）は、その使用を取り消し

、又は許可された事項を変更しようとするときは、宇治市 道ふ

れあいセンター使用取消・変更許可申請書（別記様式第３号。以

下「使用取消・変更許可申請書」という。）により速やかに市長

に申請しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定による申請をし

た使用者は、その使用を取り消し、又は許可された事項を変更し

ようとするときは、電子情報処理組織を使用する方法により申請

することができる。  

３ 前項の規定により行われた申請については、使用取消・変更許

可申請書により行われたものとみなして、この規則の規定を適用

する。  

４ 市長は、第１項の規定による使用の取消し又は許可された事項

の変更を許可したときは、宇治市 道ふれあいセンター使用取消

・変更許可書（別記様式第４号。以下「使用取消・変更許可書」

という。）を使用者に交付するものとする。ただし、使用者が、

第２項の規定により使用の取消し又は許可された事項の変更の申

請をしたときは、使用取消・変更許可書の交付を省略することが

できる。  

 第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を加える。  

 （許可書の提示）  

第６条 使用者は、ふれあいセンターの使用に際し、使用許可書又

は使用取消・変更許可書をふれあいセンターの職員（以下「職員

」という。）に提示しなければならない。  

２ 第４条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

又は前条第４項ただし書の規定により使用取消・変更許可書の交

付を省略した場合にあつては、前項の規定による使用許可書又は

 第５条を次のように改める。  

 （使用の取消し等の手続）  

第５条 条例第５条の規定により、ふれあいセンターの使用の許可

を受けた者（以下「使用者」という。）は、その使用を取り消し

、又は許可された事項を変更しようとするときは、宇治市 道ふ

れあいセンター使用取消・変更許可申請書（別記様式第３号。以

下「使用取消・変更許可申請書」という。）により速やかに市長

に申請しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定による申請をし

た使用者は、その使用を取り消し、又は許可された事項を変更し

ようとするときは、電子情報処理組織を使用する方法により申請

することができる。  

３ 前項の規定により行われた申請については、使用取消・変更許

可申請書により行われたものとみなして、この規則の規定を適用

する。  

４ 市長は、第１項の規定による使用の取消し又は許可された事項

の変更を許可したときは、宇治市 道ふれあいセンター使用取消

・変更許可書（別記様式第４号。以下「使用取消・変更許可書」

という。）を使用者に交付するものとする。ただし、使用者が、

第２項の規定により使用の取消し又は許可された事項の変更の申

請をしたときは、使用取消・変更許可書の交付を省略することが

できる。  

 第６条を第７条とし、第５条の次に次の１条を加える。  

 （許可書の提示）  

第６条 使用者は、ふれあいセンターの使用に際し、使用許可書又

は使用取消・変更許可書をふれあいセンターの職員（以下「職員

」という。）に提示しなければならない。  

２ 第４条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

又は前条第４項ただし書の規定により使用取消・変更許可書の交

付を省略した場合にあつては、前項の規定による使用許可書又は

使用取消・変更許可書の提示については、職員の使用者に対する

確認をもつてこれに代えるものとする。  

 別記様式第３号中「宇治市 道ふれあいセンター使用取消・変更

申請書」を「宇治市 道ふれあいセンター使用取消・変更許可申請

書」に改め、同様式の次に次の様式を加える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第４号（第５条関係） 

宇治市 道ふれあいセンター使用取消・変更許可書 

使 用 目 的 
  

許可年月日 年 月 日 使 用 日 時 年 月 日・ 時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  

使用施設名   

取
消
し
・
変
更 

内容 
□使用の取消し・使用日時の変更  □使用施設の変更 

□使用目的の変更         □その他 

理由   

事項 
変 更 前 変 更 後 

    

会場責任者 

 住 所 使 用 器 具 （変更後） 

 氏 名     電話番号 品 名 数 量 

使用の条件 

  
卓 球 台 

ピ ア ノ 

セット 

備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を許可します。 

        年  月  日 

申請者 住 所  

団 体 名

氏 名

電 話 番 号    （  ） 

                         宇治市長        印 

 
   附  則  

 （施行期日）  

１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正前の別記様式第３号の規定により申請されているこの規則

の施行の日以後における宇治市 道ふれあいセンター使用取消・

変更申請書は、改正後の別記様式第３号の規定により申請された

ものとみなす。  

３ この規則の施行の際現に改正前の宇治市 道ふれあいセンター

条例施行規則の規定により作成されている様式書類は、なお当分

の間、適宜修正の上使用することができる。  

   附  則  

 （施行期日）  

１ この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ 改正前の別記様式第３号の規定により申請されているこの規則

の施行の日以後における宇治市 道ふれあいセンター使用取消・

変更申請書は、改正後の別記様式第３号の規定により申請された

ものとみなす。  

３ この規則の施行の際現に改正前の宇治市 道ふれあいセンター

条例施行規則の規定により作成されている様式書類は、なお当分

の間、適宜修正の上使用することができる。  



宇治市地域福祉センター条例施行規則の一部を改正する規則を、

ここに公布する。  

 令和８年６月３０日  

宇治市長  松村  淳子  

宇治市規則第２８号  

  宇治市地域福祉センター条例施行規則の一部を改正する規則  

宇治市地域福祉センター条例施行規則（平成５年宇治市規則第１

９号）の一部を次のように改正する。  

 第６条第１項中「設備」を「設備（以下「団体使用設備」という

。）」 に、「団体は」を「団体（以下「申請団体」という 。） は」

に、「）により」を「。以下「使用許可申請書」という 。） により

」に改め、同条第２項本文中「前項の規定による申請は 、」 を「使

用許可申請書の提出は、団体使用設備を」に改め、同項を同条第４

項とし、同条第１項の次に次の２項を加える。  

２  前項の規定にかかわらず、申請団体は、電子情報処理組織（市

長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。） と

当該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した

電子情報処理組織をいう 。） を使用する方法により使用の許可の

申請をすることができる。  

３  前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

 第７条第１項中「、前条の規定による申請があつた」を「、使用

許可申請書を受理した」に、「）を」を「。以下「使用許可書」と

いう 。） を」に改め、同項に次のただし書を加える。  

  ただし、申請団体が、前条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

 第７条第２項を削る。  

 第８条の見出し中「及び変更の」を「等の」に改め、同条第１項

中「前条第１項に規定する許可証の交付を受けた団体が、許可され

た事項を取り消し、又は」を「団体使用設備の使用の許可を受けた

団体（以下「使用団体」という。）は、その使用を取り消し、又は

許可された事項を」に改め、同条第２項中「、前項の規定による申

請があつたときは、その内容を審査し、適当であると認めた」を「

、前項の規定による使用の取消し又は許可された事項の変更を許可

した」に、「）を当該申請をした団体」を「。以下「使用取消・変

更許可書」という。）を使用団体」に改め、同条の次に次の１条を

加える。  

 （許可書の提示）  

第８条の２ 使用団体は、団体使用設備の使用に際し、使用許可書

又は使用取消・変更許可書をセンターの職員（以下「職員」とい

う。）に提示しなければならない。  

２ 第７条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

にあつては、前項の規定による使用許可書の提示については、職

員の使用団体に対する確認をもつてこれに代えるものとする。  

   附  則  

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 宇治市産業振興センター条例施行規則の一部を改正する規則を、

ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

                  宇治市長  松村  淳子  

宇治市規則第２９号  

   宇治市産業振興センター条例施行規則の一部を改正する規則  

 宇治市産業振興センター条例施行規則（平成１７年宇治市規則第

５号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第１項本文中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」

に、「）を」を「。以下「使用許可申請書」という 。） により」に

、「提出しなければ」を「申請しなければ」に改め、同条第２項各

号列記以外の部分中「前項本文の規定による申請書の提出」を「使

用許可申請書の提出期間」に、「期間にしなければならない」を「

ところによる」に改め、同項第１号中「する日」を「する日（以下

「使用日」という 。）」 に改め、同項第２号中「使用しようとする

日の３箇月」を「使用日の３月」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第１項の次に次の２項を加える。  

２  前項本文の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（

市長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。）

と当該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。以下同じ 。） を使用する方法により

使用の許可の申請をすることができる。  

３  前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

 第５条中「）を」を「。以下「使用許可書」という 。） を」に改

め、同条に次のただし書を加える。  

  ただし、申請者が、第３条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

 第６条第１項中「）を」を「。以下「使用取消・変更許可申請書

」という 。） により」に、「提出しなければ」を「申請しなければ

 宇治市産業振興センター条例施行規則の一部を改正する規則を、

ここに公布する。  

  令和８年６月３０日  

                  宇治市長  松村  淳子  

宇治市規則第２９号  

   宇治市産業振興センター条例施行規則の一部を改正する規則  

 宇治市産業振興センター条例施行規則（平成１７年宇治市規則第

５号）の一部を次のように改正する。  

 第３条第１項本文中「者」を「者（以下「申請者」という 。）」

に、「）を」を「。以下「使用許可申請書」という 。） により」に

、「提出しなければ」を「申請しなければ」に改め、同条第２項各

号列記以外の部分中「前項本文の規定による申請書の提出」を「使

用許可申請書の提出期間」に、「期間にしなければならない」を「

ところによる」に改め、同項第１号中「する日」を「する日（以下

「使用日」という 。）」 に改め、同項第２号中「使用しようとする

日の３箇月」を「使用日の３月」に改め、同項を同条第４項とし、

同条第１項の次に次の２項を加える。  

２  前項本文の規定にかかわらず、申請者は、電子情報処理組織（

市長の使用に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同じ 。）

と当該申請者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。以下同じ 。） を使用する方法により

使用の許可の申請をすることができる。  

３  前項の規定により行われた申請については、使用許可申請書に

より行われたものとみなして、この規則の規定を適用する。  

 第５条中「）を」を「。以下「使用許可書」という 。） を」に改

め、同条に次のただし書を加える。  

  ただし、申請者が、第３条第２項の規定により使用の許可の申

請をしたときは、使用許可書の交付を省略することができる。  

 第６条第１項中「）を」を「。以下「使用取消・変更許可申請書

」という 。） により」に、「提出しなければ」を「申請しなければ

」に改め、同条第２項を次のように改める。  

２ 前項の規定にかかわらず、第３条第２項の規定による申請をし

た使用者は、その使用を取り消し、又は許可された事項を変更し

ようとするときは、電子情報処理組織を使用する方法により申請

することができる。  

 第６条第３項中「第１項」を「第１項及び第２項」に改め、同項

を同条第５項とし、同条第２項の次に次の２項を加える。  

３ 前項の規定により行われた申請については、使用取消・変更許

可申請書により行われたものとみなして、この規則の規定を適用

する。  

４ 市長は、第１項の規定による使用の取消し又は許可された事項

の変更を許可したときは、宇治市産業振興センター施設使用取消

・変更許可書（別記様式第４号。以下「使用取消・変更許可書」

という。）を使用者に交付するものとする。ただし、使用者が、

第２項の規定により使用の取消し又は許可された事項の変更の申

請をしたときは、使用取消・変更許可書の交付を省略することが

できる。  

 第８条中「、第５条又は第６条第２項に規定する許可書をセンタ

ーの職員」を「、使用許可書又は使用取消・変更許可書をセンター

の職員（以下「職員」という 。）」 に改め、同条に次の１項を加え

る。  

２ 第５条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

又は第６条第４項ただし書の規定により使用取消・変更許可書の

交付を省略した場合にあつては、前項の規定による使用許可書又

は使用取消・変更許可書の提示については、職員の使用者に対す

る確認をもつてこれに代えるものとする。  

 第９条第８号中「センターの職員」を「職員」に改める。  

 附  則  

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。  

 



宇治市告示第８１号 

   公金事務の委託について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の

規定により、公金事務を委託したので、同条第２項の規定により告

示します。 

  令和８年７月１７日 

                     宇治市長  松村  淳子    

１  指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

 ⑴  株式会社日本旅行 

東京都中央区日本橋一丁目１９番１号 

 ⑵  クラブツーリズム株式会社 

東京都江東区豊洲五丁目６番５２号 

 ⑶  株式会社阪急交通社 

大阪市北区梅田二丁目５番２５号 

 ⑷  株式会社農協観光 

東京都大田区平和島六丁目１番１号 

２  委託事務 

   旅客斡旋契約（クーポン契約）に係る施設使用料の徴収 

３  指定日 

   令和８年４月１日 

４  委託日 

   令和８年４月１日 

５  委託期間 

 ⑴  株式会社日本旅行 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 ⑵  クラブツーリズム株式会社 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 ⑶  株式会社阪急交通社 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 ⑷  株式会社農協観光 

令和８年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
 
 

宇治市告示第８１号 

   公金事務の委託について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第１項の

規定により、公金事務を委託したので、同条第２項の規定により告

示します。 

  令和８年７月１７日 

                     宇治市長  松村  淳子    

１  指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

 ⑴  株式会社日本旅行 

東京都中央区日本橋一丁目１９番１号 

 ⑵  クラブツーリズム株式会社 

東京都江東区豊洲五丁目６番５２号 

 ⑶  株式会社阪急交通社 

大阪市北区梅田二丁目５番２５号 

 ⑷  株式会社農協観光 

東京都大田区平和島六丁目１番１号 

２  委託事務 

   旅客斡旋契約（クーポン契約）に係る施設使用料の徴収 

３  指定日 

   令和８年４月１日 

４  委託日 

   令和８年４月１日 

５  委託期間 

 ⑴  株式会社日本旅行 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 ⑵  クラブツーリズム株式会社 

令和８年４月１日から令和１１年３月３１日まで 

 ⑶  株式会社阪急交通社 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 ⑷  株式会社農協観光 

宇治市公告第４９号  

   宇治農業振興地域整備計画の軽微な変更について  

 宇治農業振興地域整備計画について、農業振興地域の整備に関す

る法律施行令（昭和４４年政令第２５４号）第１０条の規定に該当

する軽微な変更をしたので、農業振興地域の整備に関する法律（昭

和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１

２条第１項の規定により公告し、同条第２項の規定により当該宇治

農業振興地域整備計画に係る変更後の宇治農業振興地域整備計画書

を次のとおり縦覧に供します。  

  令和８年７月１日  

宇治市長  松村  淳子  

１  縦覧期間  

  令和８年７月１日以後、常時備え置くこととします。  

２  縦覧場所  

  宇治市産業観光部農林茶業課  

宇治市公告第５０号 

農用地利用集積等促進計画の認可について 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１

号）第１８条第１項の規定により、農地中間管理機構から申請があ

った農用地利用集積等促進計画について、同条第５項の規定により

次のとおり認可したので、同条第７項の規定により公告します。 

令和８年７月１日 

                  宇治市長  松村  淳子 

１  農用地利用集積等促進計画の概要 

 （賃借権又は使用貸借による権利の設定関係） 

申 請 年 度  申 請 番 号  権利の設定をする土地 

令 和 ８ 年 度  第 ８ 号  宇治市槇島町幡貫１５５ 

令 和 ８ 年 度  第 ９ 号  

宇治市槇島町一丁田９６ 

宇治市槇島町外１３− ３ 

宇治市槇島町外１３− ４ 

令 和 ８ 年 度  第 １ ０ 号  宇治市伊勢田町中遊田１６３ 

令 和 ８ 年 度  第 １ １ 号  宇治市小倉町蓮池１３ 

２  認可した日 

令和８年７月１日 

宇治市公告第５０号 

農用地利用集積等促進計画の認可について 

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１

号）第１８条第１項の規定により、農地中間管理機構から申請があ

った農用地利用集積等促進計画について、同条第５項の規定により

次のとおり認可したので、同条第７項の規定により公告します。 

令和８年７月１日 

                  宇治市長 松村 淳子 

１ 農用地利用集積等促進計画の概要 

 （賃借権又は使用貸借による権利の設定関係） 

申 請 年 度 申 請 番 号 権利の設定をする土地 

令 和 ８ 年 度 第 ８ 号 宇治市槇島町幡貫１５５ 

令 和 ８ 年 度 第 ９ 号 

宇治市槇島町一丁田９６ 

宇治市槇島町外１３− ３ 

宇治市槇島町外１３− ４ 

令 和 ８ 年 度 第 １ ０ 号 宇治市伊勢田町中遊田１６３ 

令 和 ８ 年 度 第 １ １ 号 宇治市小倉町蓮池１３ 

２ 認可した日 

令和８年７月１日 

宇治市就学援助規則の一部を改正する規則を、ここに公布する。  

  令和８年６月２９日  

                  宇治市教育委員会  

                   教育長  木上  晴之  

宇治市教育委員会規則第７号  

   宇治市就学援助規則の一部を改正する規則  

 宇治市就学援助規則（昭和５５年宇治市教育委員会規則第９号）

の一部を次のように改正する。  

 第４条第３項各号列記以外の部分中「の閲覧」を「及び児童扶養

手当の受給状況の閲覧」に、「第２号」を「第２号及び第３号」に

改め、同項第２号中「）の」を「）の収入状況がわかる」に改め、

同項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。  

 ⑶  児童扶養手当を受給している場合は、第２条第２号に規定す

る世帯に属する者の前年（１月から３月までの間に申請書を提

出する場合は、前々年）の児童扶養手当の受給額がわかる書類  

   附  則  

この規則は、公布の日から施行する。  



 宇治市デイホーム条例施行規則の一部を改正する規則を、ここに

公布する。  

  令和８年６月３０日  

                  宇治市長 松村 淳子   

宇治市規則第２４号  

   宇治市デイホーム条例施行規則の一部を改正する規則  

 宇治市デイホーム条例施行規則（平成７年宇治市規則第２８号）

の一部を次のように改正する。  

 第２条を次のように改める。  

 （使用区分）  

第２条 宇治市デイホーム（以下「デイホーム」という。）の設備

の使用区分は、次のとおりとする。ただし、市長が特に認める場

合は、この限りでない。  

   設備         使用区分  

デイルーム  個人 使用  市内に居住する６０歳以上の者  

介護者教育室 ボ

ランティアルーム  

団体 使用  社会福祉関係団体 その他市長

が適当であると認める団体  

 第４条の見出し中「使用」を「個人使用」に改め、同条第１項中

「デイホームを使用しよう」を「第２条に規定する個人使用の設備

を使用しよう」に改める。  

 第５条の見出し中「使用」を「個人使用」に改め、同条中「デイ

ホーム」を「設備」に改める。  

 第７条を第１１条とし、第６条中「及び」を「、第６条から第９

条まで及び」に、「、同条中」を「、第４条及び第６条から第８条

までの規定中」に、「、別記様式中」を「、第９条第１項中「デイ

ホームの職員（以下「職員」という。）」とあるのは「指定管理者

」と、同条第２項中「職員」とあるのは「指定管理者」と、別記様

式中」に改め、同条を第１０条とし、第５条の次に次の４条を加え

る。  

 （団体使用の申請）  

（別記様式第６号。以下「使用取消・変更許可書」という。）を

使用団体に交付するものとする。  

 （許可書の提示）  

第９条 使用団体は、団体使用設備の使用に際し、使用許可書又は

使用取消・変更許可書をデイホームの職員（以下「職員」という

。）に提示しなければならない。  

２ 第７条ただし書の規定により使用許可書の交付を省略した場合

にあつては、前項の規定による使用許可書の提示については、職

員の使用団体に対する確認をもつてこれに代えるものとする。  

 別記様式第１号中「    様」を「宛て」に改め、「㊞」を削

り、「性  別   男  ・  女  を「電話番号」に改める。  

    電   話        」  

 別記様式第２号中「男 ・  女」を削り、同様式の次に次の４様

式を加える。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宇治市教育委員会規則第７号  

   宇治市就学援助規則の一部を改正する規則  

 宇治市就学援助規則（昭和５５年宇治市教育委員会規則第９号）

の一部を次のように改正する。  

 第４条第３項各号列記以外の部分中「の閲覧」を「及び児童扶養

手当の受給状況の閲覧」に、「第２号」を「第２号及び第３号」に

改め、同項第２号中「）の」を「）の収入状況がわかる」に改め、

同項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。  

 ⑶  児童扶養手当を受給している場合は、第２条第２号に規定す

る世帯に属する者の前年（１月から３月までの間に申請書を提

出する場合は、前々年）の児童扶養手当の受給額がわかる書類  

   附 則  

この規則は、公布の日から施行する。  

監査対象　産業観光部　農林茶業課

監査期間　令和８年１月５日〜令和８年２月１８日

措置状況等（改善内容）

１ 　補助金支出状況について
　
　支出負担行為が補助金交
付決定日より前に行われて
いるものが見受けられた。
適正な事務の執行に努めら
れたい。

　
　宇治市補助金等交付規則
及び補助金等の交付に関す
る事務処理上の留意事項を
確認し、以後、適正に処理
するよう課内で周知しまし
た。今後は適正な事務の執
行を徹底します。

監査対象　産業観光部　文化スポーツ課

監査期間　令和８年１月５日〜令和８年２月１８日

措置状況等（改善内容）

１ 　補助金支出状況について

　支出負担行為が補助金交
付決定日より前に行われて
いるものが見受けられた。
適正な事務の執行に努めら
れたい。

　宇治市補助金等交付規則
及び補助金等の交付に関す
る事務処理上の留意事項を
確認し、以後、適正に処理
するよう課内で周知しまし
た。

監査結果（指摘事項）

監査結果（指摘事項）

宇治市監査委員公表第１１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定によ

り、市長から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、同

項の規定により当該通知に係る事項を次のとおり公表します。 

  令和８年６月３０日 

宇治市監査委員 

池上 哲朗 

松岡 ゆかり 

真田 敦史 

１ 監査の結果を公表した日 

令和８年６月１７日（宇治市監査委員公表第７号） 

２ 当該通知に係る事項 

  次のとおり。 

 

 

宇治市監査委員公表第１２号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定によ

り、市長から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、同

項の規定により当該通知に係る事項を次のとおり公表します。 

  令和８年６月３０日 

宇治市監査委員 

池上 哲朗 

松岡 ゆかり 

真田 敦史 

１ 監査の結果を公表した日 

令和８年６月１７日（宇治市監査委員公表第８号） 

２ 当該通知に係る事項 

  次のとおり。 

 監査対象　産業観光部　文化スポーツ課

　　　　　アクティオ株式会社

監査期間　令和８年１月５日〜令和８年２月１８日

１

２

３ 　備品管理状況について

備品台帳の登録品名と異
なるものが見受けられた。
今後は適正な管理に努めら
れたい。
　

備品台帳の登録品名の修正
を会計室に依頼し速やかに修
正を行います。今後は適正な
管理に努めてまいります。

施設設備等の維持管理に
ついて

消防用設備の機器点検が
未実施であった。今後は適
正な事務の執行に努められ
たい。
　

既に措置を講じ、令和７年
度より実施しています。今後
は適正な事務の執行に努めて
まいります。

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

　施設の使用許可について

使用許可申請書の様式の
一部不備等が見受けられ
た。今後は適正な事務の執
行に努められたい。
 

既に措置を講じ、様式を修
正しました。今後は適正な事
務の執行に努めてまいりま
す。

監査対象　総務・市民協働部　総務課

監査期間　令和８年２月２日〜令和８年３月２４日

措置状況等（改善内容）

１ 　補助金支出状況について
　
　支出負担行為が補助金交
付決定日より前に行われて
いるものが見受けられた。
適正な事務の執行に努めら
れたい。

　
　補助金の交付決定後に支
出負担行為を起票するよう
に是正している。

監査対象　総務・市民協働部　市民協働推進課

監査期間　令和８年２月２日〜令和８年３月２４日

措置状況等（改善内容）

１ 　補助金支出状況について

　支出負担行為が補助金交
付決定日より前に行われて
いるものが見受けられた。
適正な事務の執行に努めら
れたい。

　補助金の交付決定後に支
出負担行為を起票するよう
に是正している。

２ 　備品管理状況について

　備品台帳の登録品名と異
なるものが見受けられた。
今後は適正な管理に努めら
れたい。

　備品台帳の登録品名が現
物と合致するよう、備品台
帳を修正した。

監査結果（指摘事項）

監査結果（指摘事項）

監査対象　産業観光部　文化スポーツ課

　　　　　アクティオ株式会社

監査期間　令和８年１月５日〜令和８年２月１８日

１

２

３ 　備品管理状況について

備品台帳の登録品名と異
なるものが見受けられた。
今後は適正な管理に努めら
れたい。
　

備品台帳の登録品名の修正
を会計室に依頼し速やかに修
正を行います。今後は適正な
管理に努めてまいります。

施設設備等の維持管理に
ついて

消防用設備の機器点検が
未実施であった。今後は適
正な事務の執行に努められ
たい。
　

既に措置を講じ、令和７年
度より実施しています。今後
は適正な事務の執行に努めて
まいります。

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

　施設の使用許可について

使用許可申請書の様式の
一部不備等が見受けられ
た。今後は適正な事務の執
行に努められたい。
 

既に措置を講じ、様式を修
正しました。今後は適正な事
務の執行に努めてまいりま
す。

宇治市監査委員公表第１３号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定によ

り、市長から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、同

項の規定により当該通知に係る事項を次のとおり公表します。 

  令和８年６月３０日 

宇治市監査委員 

池上 哲朗 

松岡 ゆかり 

真田 敦史 

１ 監査の結果を公表した日 

令和８年６月１７日（宇治市監査委員公表第９号） 

２ 当該通知に係る事項 

  次のとおり。 

 

宇治市監査委員公表第１４号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定によ

り、市長から監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知があったので、同

項の規定により当該通知に係る事項を次のとおり公表します。 

  令和８年６月３０日 

宇治市監査委員 

池上 哲朗 

松岡 ゆかり 

真田 敦史 

１ 監査の結果を公表した日 

令和８年６月１７日（宇治市監査委員公表第１０号） 

２ 当該通知に係る事項 

  次のとおり。 

 監査対象　総務・市民協働部　市民協働推進課

　　　　　西小倉地区コミュニティ推進協議会

監査期間　令和８年２月２日〜令和８年３月２４日

１

監査対象　総務・市民協働部　市民協働推進課

　　　　　南宇治地区コミュニティ推進協議会

監査期間　令和８年２月２日〜令和８年３月２４日

１

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

施設設備等の維持管理に
ついて

清掃等業務委託につい
て、業務完了前の支払い及
び業務完了報告書の未受理
が見受けられた。履行確認
後の支払いを徹底されると
ともに、年度末の業務委託
については、協議会会計規
則に基づき処理されたい。
 

業務完了報告書の提出を受
けた上で履行確認後の支払い
とするよう、委託業者との調
整を行っている。

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

施設設備等の維持管理に
ついて

警備等業務委託につい
て、業務完了前の支払いが
見受けられた。履行確認後
の支払いを徹底されるとと
もに、年度末の業務委託に
ついては、協議会会計規則
に基づき処理されたい。
 

履行確認後の支払いとする
よう、委託業者との調整を
行っている。



別記様式第４号（第７条関係） 

 

宇治市デイホーム使用許可書 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

使 用 設 備 名 
  

使 用 日 時 
       年   月   日 (  曜日) 

       時   分から   時  分まで 

使用予定人員 名     

使 用 備 品 

品 名 数 量 

    

使 用 責 任 者 

住 所 

氏 名             電話番号 

使 用 条 件   

備 考   許可番号   

  宇治市デイホーム条例第4条第1項の規定により許可します。 

     年  月  日 

申請者 住 所            

団 体 名            

氏 名            

電話番号            

                   宇治市長          印 

 

別記様式第５号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可申請書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を申請します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

  宇治市長宛て 

 

別記様式第５号（第８条関係） 

宇治市デイホーム使用取消・変更許可申請書 

 

使 用 目 的 
   

 
 
 

 
 

許可年月日  年 月 日 
使 用

日 時 
 年 月 日・時 分から 時 分まで 

許 可 番 号 
  使 用

設備名 

  

取

消

し

・

変

更 

内 容 
□使用日の取消し・変更    □使用設備の変更 

□使用目的の変更       □その他 

理 由 
  

事 項 
変 更 前 変 更 後 

    

使用責任者 

住 所 

氏 名            電話番号 

使用の条件 

  使 用 備 品 (変更後) 

品 名 数 量 

    
備 考 

  

  上記のとおり使用取消し・変更を申請します。 

    年  月  日 

申請者 住 所               

団 体 名               

氏 名               

電話番号               

  宇治市長宛て 

 

監査対象　総務・市民協働部　市民協働推進課

　　　　　西小倉地区コミュニティ推進協議会

監査期間　令和８年２月２日〜令和８年３月２４日

１

監査対象　総務・市民協働部　市民協働推進課

　　　　　南宇治地区コミュニティ推進協議会

監査期間　令和８年２月２日〜令和８年３月２４日

１

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

施設設備等の維持管理に
ついて

清掃等業務委託につい
て、業務完了前の支払い及
び業務完了報告書の未受理
が見受けられた。履行確認
後の支払いを徹底されると
ともに、年度末の業務委託
については、協議会会計規
則に基づき処理されたい。
 

業務完了報告書の提出を受
けた上で履行確認後の支払い
とするよう、委託業者との調
整を行っている。

監査結果（指摘事項） 措置状況等（改善内容）

施設設備等の維持管理に
ついて

警備等業務委託につい
て、業務完了前の支払いが
見受けられた。履行確認後
の支払いを徹底されるとと
もに、年度末の業務委託に
ついては、協議会会計規則
に基づき処理されたい。
 

履行確認後の支払いとする
よう、委託業者との調整を
行っている。

宇治市農業委員会公告第６号 

農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第２７条

第１項の規定により、第３６回宇治市農業委員会定例総会を、次の

とおり招集します。  

令和８年７月３日  

                   宇治市農業委員会  

                    会長  吉田  利一  

開会日時   令和８年７月６日  １３時３０分  

開会場所   宇治市役所  ８階  大会議室  

付議事項   １  農地法第３条の規定による許可申請に係る承認に

ついて  

      ２  農地中間管理事業の推進に関する法律第１９条第

３項の規定による農用地利用集積等促進計画（案

）に対する意見について  

      ３  専決事項の報告  

      ４  その他  

 

宇治市上下水道事業管理規程第３号  

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に関す

る規程の一部を改正する規程を、次のとおり定める。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長  松村  淳子    

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に

関する規程の一部を改正する規程  

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に関す

る規程（令和４年宇治市上下水道事業管理規程第４号）の一部を次

のように改正する。  

別表第１中  

「                                        を  

１，６７８，０００円   １，９３８，０００円  

                                    」   

「                          に、「１  

１，６８６，０００円   １，９５５，０００円  

                         」  

，９３８，０００円に」を「１，９５５，０００円に」に、「２１

９，０００円」を「２１６，０００円」に改める。  

附  則  

 （施行期日）  

１  この規程は、令和８年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２  改正後の宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の

減額に関する規程の規定は、この規程の施行の日以後に決定のあ

った水道使用料及び公共下水道使用料の減額について適用し ､ 同

日前に決定のあった水道使用料及び公共下水道使用料の減額につ

いては、なお従前の例による。 

宇治市上下水道事業管理規程第３号  

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に関す

る規程の一部を改正する規程を、次のとおり定める。  

  令和８年６月３０日  

宇治市長 松村 淳子   

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に

関する規程の一部を改正する規程  

宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の減額に関す

る規程（令和４年宇治市上下水道事業管理規程第４号）の一部を次

のように改正する。  

別表第１中  

「                                       を  

１，６７８，０００円   １，９３８，０００円  

                                    」  

「                         に、「１  

１，６８６，０００円   １，９５５，０００円  

                         」  

，９３８，０００円に」を「１，９５５，０００円に」に、「２１

９，０００円」を「２１６，０００円」に改める。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この規程は、令和８年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の宇治市低所得者の水道使用料及び公共下水道使用料の

減額に関する規程の規定は、この規程の施行の日以後に決定のあ

った水道使用料及び公共下水道使用料の減額について適用し ､ 同

日前に決定のあった水道使用料及び公共下水道使用料の減額につ

いては、なお従前の例による。 


